
平成28年熊本地震による被災地方公共団体への地方公務員の派遣状況調査結果の概要
（平成30年4月1日時点）

・調査時点 平成30年4月1日時点

・調査対象団体 全地方公共団体

・調査内容 被災地方公共団体（熊本県及び県内市町村）への職員派遣状況

・調査対象職員 調査対象団体に属する一般職の地方公務員（消防及び警察職員を除く。）であって、調査対象団体の命令によって公務として派遣

された者

調査要領

調査結果のポイント

○全国の自治体から派遣された職員数は、238人。

（地方自治法による派遣 238人、出張による派遣 0人）

（常勤職員 217人、任期付職員 10人、再任用職員 11人）

○団体別派遣人数

・派遣元自治体の種類ごとの人数は、35都道府県が116人（全体の48.8%）、20指定都市が51人（全体の

21.4%）、59市区町村が71人（全体の29.8%）。

・派遣先は、県が89人（全体の37.4%）、市町村が149人（全体の62.6%）。

○職種別派遣人数

・一般事務（用地関係事務を含む。）の職員が83人（全体の34.9%）、土木の職員が88人(全体の37.0%)、

建築の職員が22人（全体の9.2%）、その他の職種の職員が45人（全体の18.9%）。



平成28年熊本地震による被災地方公共団体への地方公務員の派遣状況
（平成30年4月1日時点）

派遣先
派遣元

熊本県

県庁 市町村

都道府県 142 112 30(15)

指定都市 43 0 43( 0)

市区町村 90 0 90(11)

合計 275 112 163(26)

派遣人数
（単位：人）

職種別派遣人数

派遣先
職種

熊本県

県庁 市町村

一般事務 97 37 60(19)

土木 103 36 67( 4)

建築 24 6 18( 1)

その他 51 33 18( 2)

合計 275 112 163(26)

（単位：人）

※１ （ ）内の人数は、熊本県内における派遣（例 熊本県庁から県内各市町村への派遣）に係る人数で、内数である。
※２ 職種別派遣状況における職種のうち、「一般事務」は用地関係事務を含み、「その他」は電気、機械、農業土木、文化財技師、保健師等の職である。

（参考：前回調査（平成29年10月1日時点）） （単位：人） （参考：前回調査（平成29年10月1日時点）） （単位：人）

派遣先
派遣元

熊本県

県庁 市町村

都道府県 116 89 27(12)

指定都市 51 0 51( 2)

市区町村 71 0 71(16)

合計 238 89 149(30)

派遣先
職種

熊本県

県庁 市町村

一般事務 83 32 51(18)

土木 88 35 53( 5)

建築 22 1 21( 1)

その他 45 21 24( 6)

合計 238 89 149(30)

・調査時点 平成30年4月1日時点

・調査対象団体 全地方公共団体

・調査内容 被災地方公共団体（熊本県及び県内市町村）への職員派遣状況

・調査対象職員 調査対象団体に属する一般職の地方公務員（消防及び警察職員を除く。）であって、調査対象団体の命令によって公務として派遣

された者



（表７）都道府県からの派遣人数（平成３０年４月１日現在）

県庁 市町村

北 海 道 1 1 + 0

青 森 県 + 0

岩 手 県 + 0

宮 城 県 + 0

秋 田 県 + 0

山 形 県 + 0

福 島 県 + 0

茨 城 県 + 0

栃 木 県 ▲ 1

群 馬 県 + 0

埼 玉 県 1 1 ▲ 1

千 葉 県 2 2 + 1

東 京 都 5 5 + 1

神 奈 川 県 ▲ 1

新 潟 県 1 1 + 0

富 山 県 ▲ 1

石 川 県 2 2 + 0

福 井 県 1 1 + 0

山 梨 県 1 1 + 0

長 野 県 + 0

岐 阜 県 2 2 + 0

静 岡 県 3 3 + 0

愛 知 県 2 2 + 0

三 重 県 1 1 ▲ 1

滋 賀 県 3 2 1 + 0

京 都 府 1 1 ▲ 1

大 阪 府 3 3 + 0

兵 庫 県 3 3 + 0

奈 良 県 1 1 ▲ 1

和 歌 山 県 1 1 ▲ 2

鳥 取 県 1 1 + 0

島 根 県 2 2 + 0

岡 山 県 1 1 + 0

広 島 県 1 1 ▲ 1

山 口 県 4 2 2 ▲ 1

徳 島 県 1 1 + 0

香 川 県 3 3 + 1

愛 媛 県 2 2 + 1

高 知 県 3 3 + 0

福 岡 県 1 1 ▲ 8

佐 賀 県 6 4 2 ▲ 2

長 崎 県 14 8 6 ▲ 1

熊 本 県 12 12 ▲ 3

大 分 県 8 6 2 ▲ 3

宮 崎 県 8 8 ▲ 2

鹿 児 島 県 11 10 1 + 0

沖 縄 県 4 4 + 0

合 計 116 89 27 ▲ 26

　　　　派遣先
派遣元

熊本県



（表８）指定都市からの派遣人数（平成３０年４月１日現在）

県庁 市町村

札 幌 市 2 2

仙 台 市 2 2 + 1

さ い た ま 市 2 2 + 1

千 葉 市 2 2

横 浜 市 3 3 + 1

川 崎 市 4 4

相 模 原 市 2 2 + 1

新 潟 市 2 2

静 岡 市 3 3 + 1

浜 松 市 2 2 + 1

名 古 屋 市 2 2

京 都 市 1 1

大 阪 市 2 2 + 1

堺 市 2 2 + 1

神 戸 市 3 3 + 1

岡 山 市 1 1

広 島 市 2 2 + 1

北 九 州 市 7 7

福 岡 市 5 5 ▲ 4

熊 本 市 2 2 + 2

合 計 51 51 + 8

　　　　派遣先
派遣元

熊本県



（表９）各都道府県内市区町村からの派遣人数（平成３０年４月１日現在）

（単位：人）

県庁 市町村

北 海 道 ( )

青 森 県 ( )

岩 手 県 ( )

宮 城 県 ( )

秋 田 県 ( )

山 形 県 ( )

福 島 県 ( )

茨 城 県 ( )

栃 木 県 ( )

群 馬 県 ( )

埼 玉 県 ( ) ▲ 1

千 葉 県 ( )

東 京 都 ( 5 ) 6 6 + 2

神 奈 川 県 ( 1 ) 1 1

新 潟 県 ( )

富 山 県 ( )

石 川 県 ( )

福 井 県 ( 1 ) 2 2

山 梨 県 ( )

長 野 県 ( ) ▲ 1

岐 阜 県 ( )

静 岡 県 ( )

愛 知 県 ( 5 ) 5 5 ▲ 1

三 重 県 ( ) ▲ 2

滋 賀 県 ( 1 ) 1 1 + 1

京 都 府 ( 1 ) 1 1

大 阪 府 ( 2 ) 2 2

兵 庫 県 ( 1 ) 1 1 ▲ 1

奈 良 県 ( )

和 歌 山 県 ( 1 ) 1 1

鳥 取 県 ( )

島 根 県 ( )

岡 山 県 ( )

広 島 県 ( ) ▲ 1

山 口 県 ( ) ▲ 2

徳 島 県 ( )

香 川 県 ( 1 ) 2 2 + 1

愛 媛 県 ( )

高 知 県 ( 1 ) 1 1

福 岡 県 ( 4 ) 4 4 ▲ 8

佐 賀 県 ( 4 ) 4 4 + 1

長 崎 県 ( 2 ) 4 4 ▲ 5

熊 本 県 ( 14 ) 16 16 + 5

大 分 県 ( 2 ) 3 3 ▲ 1

宮 崎 県 ( 6 ) 7 7 ▲ 2

鹿 児 島 県 ( 5 ) 8 8 ▲ 5

沖 縄 県 ( 2 ) 2 2 + 1

合 計 ( 59 ) 71 71 ▲ 19

+ 59 ▲ 19 ▲ 19

（注）派遣元のカッコ書きの数字は、職員派遣を行っている市区町村の数。

　　　             派遣先
 派遣元

熊本県



（表１０）被災地方公共団体別の派遣状況（平成３０年４月１日現在）

【熊本県】

熊

本

市

西

原

村

南

阿

蘇

村

御

船

町

益

城

町

甲

佐

町

宇

土

市

嘉

島

市

宇

城

市

阿

蘇

市

美

里

町

89 149 50 10 12 4 50 6 10 4 1 1 1 238

都 道 府 県 89 27 5 3 6 2 9 1 1 116

指 定 都 市 51 35 1 12 2 1 51

市 区 町 村 71 10 6 6 2 29 6 7 2 1 1 1 71

　　　　　　派遣先

　派遣元

熊

本

県

庁

市

町

村

計

合

計

合計




